
9月号
2026.9

発　行　坂 井 市 商 工 会

本　　所
坂井支所

坂井市坂井町下新庄第2号10番地1
TEL 0776-66-3324  FAX 0776-67-7023

坂井市三国町北本町3丁目2番12号
TEL 0776-82-5055  FAX 0776-81-7055

坂井市春江町江留下相田35-1
TEL 0776-51-2211  FAX 0776-51-5596

坂井市丸岡町一本田第5号76番地
TEL 0776-66-6555  FAX 0776-66-0300

三国支所

春江支所

丸岡支所

１４４

〔第 １８９ 号〕
eyeしてさかい
アイ

 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の募集について 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の募集について 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の募集について 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の募集について 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の募集について 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の募集について 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の募集について

　首都圏市場へのアクセス機会の増加を踏まえ、坂井市の地域資源を活用した特産品の販路開拓支援を目的
として、東京駅地下イベントスペース「スクエア・ゼロ」にて特産品展示販売会を開催します。
　この展示販売会は、あわら市商工会および永平寺町商工会と合同で実施し、出展事業者の商品認知度の向
上や都市圏の消費者ニーズの把握をサポートします。
　以下のとおり、出展事業者を募集いたしますので、首都圏市場への販路拡大に関心のある方は、ぜひご参
加ください。
●開催概要 共　　催：あわら市商工会、永平寺町商工会
　　　　　　日　　時：令和９年１月　９日（土）　１２：００～２０：００
　　　　　　　　　　　　　　　１月１０日（日）　１２：００～１９：３０
　　　　　　場　　所：ＪＲ東京駅　地下1階イベントスペース「スクエア・ゼロ」
　　　　　　　　（参考：https://www.gransta.jp/news/info/eventsquarezero/）
●募集内容 対　　象：坂井市の特色を生かした商品を開発・販売しており、商品の首都圏市場での　　　
　　　　　　　　 販路開拓や認知度向上を目指す会員事業者
　　　　　　　　　　　　※ 開催期間中は必ず１名以上の担当者を派遣し、販売・PRを実施してください

　　　　　　応募締切：令和８年９月３０日（水）まで
●出 展 料 小 間 代：無料
●申 込 先　坂井市商工会ホームページより「出展申込書」をダウンロードし、必要事項をご記入のうえ、
　　　　　　最寄りの商工会本所・支所にてお申し込みください。

【締切間近】「東京駅スクエア・ゼロでの特産品展示販売会」出展事業者募集中です！【締切間近】「東京駅スクエア・ゼロでの特産品展示販売会」出展事業者募集中です！【締切間近】「東京駅スクエア・ゼロでの特産品展示販売会」出展事業者募集中です！【締切間近】「東京駅スクエア・ゼロでの特産品展示販売会」出展事業者募集中です！【締切間近】「東京駅スクエア・ゼロでの特産品展示販売会」出展事業者募集中です！【締切間近】「東京駅スクエア・ゼロでの特産品展示販売会」出展事業者募集中です！【締切間近】「東京駅スクエア・ゼロでの特産品展示販売会」出展事業者募集中です！

　福井県では、県内の中小企業者等が、繊維産業、眼鏡産業といった地場産業をはじめとする地域の産業

が培ってきた技術、海山の豊かな農林水産物、歴史伝統など地域の特色ある観光資源等の「ふくいの強

み」を活かした商品開発や販路開拓事業について、その費用の一部を助成します。

　公募期間　令和８年８月１０日（月）～９月３０日（水）

助成対象者

助成対象事業

助成率

助成限度額

対象者の決定

募集件数

中小企業者および小規模事業者、組合、特定非営利活動法人

事業計画および申請者によるプレゼンテーションに基づき審査

１０件程度

新商品開発事業

・新商品・新サービスの開発から

　ら販路開拓までの事業

（対象期間：交付決定の日（12月

上旬予定）から24か月以内）

・直近３年以内に開発した商品や

　開始したサービスの販路開拓事

　業（対象期間：交付決定の日

（12月上旬予定）から12か月以内）

 販路開拓事業 

２００万円（２年計画も可） １００万円 

小規模事業者：２/３
中 小 企 業 者：１/２

　中小企業等が行う、技術的革新性のある製品・サービスの開発や既存事業とは異なる新市場・高付加価値事

業への進出、海外市場開拓(輸出)に向けた国内の輸出体制の強化を後押しすることで、中小企業等が企業規模

の拡大・付加価値向上を通じた生産性向上を図り、賃上げにつなげていくことを目的とした補助制度です。

１ 申請期間　令和８年９月30日（水）～ 令和８年10月30日（金）18：00

２ 補助金額・補助率等

３ 補助対象経費

　　機械装置・システム構築費、運搬費、技術導入費、知的財産権等関連経費、外注費、専門家経費、クラウ

　ドサービス利用費、原材料費、広告宣伝・販売促進費、建物費、海外旅費、通訳・翻訳費

　　※「建物費」は「新事業進出枠」及び「グローバル枠」のみ対象。

　　※「海外旅費」、「通訳・翻訳費」は「グローバル枠」のみ対象。

　※補助対象事業の要件として、付加価値額や賃上げ、事業場内最賃水準等に関する要件を満たす３～５年の事業計画に取り組

　　むことが必要です。

　詳細については、「新事業進出・ものづくり商業サービス補助金」（https://shinjigyou-monodukuri.smrj.go.jp/）

ホームページをご確認ください。

　申請には、「ＧビズIDプライムアカウント」の取得が必要です。発行に時間を要する場合がありますので、

未取得の方はお早目にご相談ください。

ふくいの逸品創造ファンド事業のご案内ふくいの逸品創造ファンド事業のご案内ふくいの逸品創造ファンド事業のご案内

交付要領や応募様式については、

公益財団法人ふくい産業支援センターホームページ

（https://www.fisc.jp/subsidy/ippin/）でご確認ください。

申請枠 対象となる事業 補助率補助上限額 

革新的新製品・

サービス枠

革新的な新製品・新サービス開発

の取組を支援

100万円～2,500万円

（賃上げ特例適用の場

　合は最大3,500万円）

中小企業者：1/2

（2/3）小規模企業・

小規模事業者

再生事業者：2/3

新事業進出枠
既存事業とは異なる新市場・高付

加価値事業への進出を支援

750万円～7,000万円

（賃上げ特例適用の場

　合は最大9,000万円）

中小企業者：

1/2（2/3）

グローバル枠
海外市場開拓（輸出）に向けた、

国内の輸出体制強化の取組を支援

750万円～7,000万円

（賃上げ特例適用の場

　合は最大9,000万円）

中小企業者：

2/3

大雨により被災された皆様へ心よりお見舞い申し上げます。
　このたびの大雨により被災された会員の皆様、ならびにご家族の皆様に、心よりお見舞い申し上げます。

　被災された方々の甚大な被害を目の当たりにし、深く心を痛めております。皆様の安全と、一日も早い

平穏な日々の到来を心よりお祈り申し上げます。当会としても、『特別相談窓口』を設置し、支援に努め

てまいります。当会でサポートできることがございましたら、事務局までご遠慮なくご相談ください。

　不安な日々が続いていることと存じますが、どうぞご無理をなさらず、ご自愛ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　坂井市商工会　会長　半澤 政丈
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企業における省エネ設備等導入支援事業補助金の募集について企業における省エネ設備等導入支援事業補助金の募集について企業における省エネ設備等導入支援事業補助金の募集について企業における省エネ設備等導入支援事業補助金の募集について企業における省エネ設備等導入支援事業補助金の募集について企業における省エネ設備等導入支援事業補助金の募集について企業における省エネ設備等導入支援事業補助金の募集について

事業の目的　福井県では、エネルギー価格高騰ならびに脱炭素社会の推進に対応した経営体質への転
換を加速するため、県内で製造業または商業・サービス業を営む中小企業者が行う省エネルギー性
能・省ＣＯ２性能に優れた設備の導入を支援します。また、原油価格高騰枠に関しては、特に中東情勢
等に起因する原油価格高騰の影響を大きく受けている事業者に対し、省エネルギー性能・省ＣＯ２性能
に優れた設備の導入を支援します。

最低賃金の引き上げに係る各種支援策の活用のご案内最低賃金の引き上げに係る各種支援策の活用のご案内最低賃金の引き上げに係る各種支援策の活用のご案内最低賃金の引き上げに係る各種支援策の活用のご案内最低賃金の引き上げに係る各種支援策の活用のご案内最低賃金の引き上げに係る各種支援策の活用のご案内最低賃金の引き上げに係る各種支援策の活用のご案内

　福井県内の最低賃金が１０月４日に現行の時間額１,０５３円から５９円引上げになり、時間額１,１１２円

に改正になる予定です。

　福井労働局では、最低賃金の引き上げに円滑に対応できるよう、各種支援策の活用を促進しています。ぜ

ひご活用をご検討ください。

①業務改善助成金　事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を50円以上引き上げ、生産性向上に資す

　　　　　　　　　る設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する制度。

【対象者】・中小企業、小規模事業者であること

　　　　　　・事業場内最低賃金が、令和８年度地域別最低賃金未満であること

　　　　　　・解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

　また、福井県では、最低賃金の過去最大の上げ幅での改定に伴い、国の業務改善助成金に県独自の上乗せ

を行うとともに、全国平均以上の賃上げを行う事業者に対し奨励金を支給することにより、賃上げを行いや

すい環境整備を支援しています。

●国の業務改善助成金への上乗せ

　対象者　　国の業務改善助成金の支給決定を受けた者

　補助率　　国助成金支給決定額の１／５

●奨励金の支給

　対象者　　国の業務改善助成金の申請者であり、事業場内最低賃金を９０円以上引き上げる者

　支給額　　対象となる労働者１人あたり１０万円

　支給上限額　　１事業者あたり１００万円

②キャリアアップ助成金　賃金規定等改定コース
　キャリアアップ助成金の「賃金規定等改定コース」とは、有期」雇用労働者等の基本給を定める賃金規定

等を３％以上増額改定し、その規定を適用した事業主に対して、助成を行う制度です。

　支給額　１人当たりの助成額は以下のとおりです。

同一労働同一賃金ガイドライン等が改正されます同一労働同一賃金ガイドライン等が改正されます同一労働同一賃金ガイドライン等が改正されます同一労働同一賃金ガイドライン等が改正されます同一労働同一賃金ガイドライン等が改正されます同一労働同一賃金ガイドライン等が改正されます同一労働同一賃金ガイドライン等が改正されます

助成上限額

４/５事業場内最低賃⾦
1 , 0５0円未満

３/４事業場内最低賃⾦
1 , 0５0円以上

※ 10⼈以上の上限額区分は、特例事業者が、10⼈以上の労働者の賃⾦を引き上げる
場合に対象になります。

助成率

申請事業場の事業場内最低賃⾦が
1,050円未満である事業者

賃⾦
要件①

原材料費の⾼騰など社会的・経済的環
境の変化等の外的要因により、申請前
６か⽉間平均における利益率が前年度
と⽐べ３％ポイント※以上低下してい
る事業者

物価
⾼騰等
要件

②

特例事業者

※「％ポイント（パーセントポイント）」とは、パーセ
ントで表された２つの数値の差を表す単位です。

以下の要件に当てはまる場合が特例事業者と
なります。なお、②に該当する場合は、助成
対象経費の拡充も受けられます。

物価⾼騰等要件に該当する事業者は、パソコ
ン等の新規導⼊が認められる場合があります。
詳しくはP3の「助成対象経費の特例」をご
覧ください。

助成上限額

引き上げる
労働者数

事業場内
最低賃⾦
の引上げ
額

コース
区分

事業場規模
30⼈未満
の事業者

右記以外
の事業者

４０万円３０万円１⼈

50円
以上

５０円
コース

７０万円４０万円２〜３⼈
７０万円７０万円４〜５⼈
９０万円９０万円６〜７⼈

１１０万円１１０万円８⼈以上
１３０万円１３０万円10⼈以上※

５０万円４０万円１⼈

70円
以上

７ 0 円
コース

１００万円５０万円２〜３⼈
１３０万円１３０万円４〜５⼈
１８０万円１８０万円６〜７⼈
２３０万円２３０万円８⼈以上
３００万円３００万円10⼈以上※

１００万円９０万円１⼈

90円
以上

9 0 円
コース

２４０万円１５０万円２〜３⼈
２７０万円２７０万円４〜５⼈
３６０万円３６０万円６〜７⼈
４５０万円４５０万円８⼈以上
６００万円６００万円10⼈以上※

　令和８年10月１日からパートタイム・有期雇用労働者の待遇改善を進めるため、「同一労働同一賃金」に

関する施行規則と告示が改正されます。

❶雇い入れ時の労働条件明示事項が追加

　パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れた時の労働条件明示事項として、現行の明示事項に加え、新た

に「待遇の相違の内容・理由等に関する説明を求めることができる」旨の明示が必要となります。

❷ ｢同一労働同一賃金ガイドライン｣が改正され、下記が新たに追加

　・賞与（記載の充実）•退職手当（新規追加）•無事故手当（新規追加）

　・家族手当（新規追加）•住宅手当（新規追加）•福利厚生施設（記載の充実）

　・病気休職（記載の充実）•夏季冬季休暇（新規追加）•褒賞（新規追加）

❸雇用管理の改善等に関する措置の内容が変更

　パートタイム・有期雇用労働法では、正社員とパート・有期雇用労働者との間で待遇差がある場合、事業

主は、パートタイム・有期雇用労働者から求めがあれば、①待遇差の内容や理由、②法第６条から第13条ま

での措置を講じるに当たって考慮した事項を説明しなければなりません。

詳 細 に つ き ま し て は 、 厚 生 労 働 省 特 集 ペ ー ジ （ h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s e i s a k u n i t -

suite/bunya/0000144972.html）をご確認ください。

⑴ 福井県内に事業所を有する中小企業者であること

⑵ 製造業または商業・サービス業を営む者であること　

⑶ 福井県の県税および地方消費税に滞納がないこと

⑷「ふくい女性活躍推進企業」に登録していること（ただし、個人事業主は不要。）

⑸ 直近２ヶ月における燃料・電気・ガス等のエネルギー関連経費の合計が、前年同２か月よりも５％

　 以上増加していること（⑸は【原油価格高騰枠】のみ）

・製造業または商業・サービス業に使用する既存の稼働設備  

　を以下⑴から⑹の設備に更新する事業

　ただし、⑸については、製造業に使用する設備とする。

⑴ 既存の照明機器等に対して30％以上省CO２効果のあるLED

⑵ 調光制御機能を有するLED

⑶既存の空調機器等に対して30％以上省CO２効果のある高効 

　 率空調機器

⑷既存の給湯機器等に対して30％以上省CO２効果のある高効　 

　 率給湯機器

⑸既存の生産設備に対して30％以上省CO２効果のある高効率 

生産設備（既存の生産設備に対して30％以上省CO２効果をも

たらす省エネ機能を付加する場合を含む。）

⑹既存の冷凍冷蔵設備に対して30％以上省CO２効果のある冷凍

冷蔵設備

・製造業または商業・サービス業に

　使用する既存の稼働設備を次のい

　ずれかの設備に更新する事業

　ただし、⑵については、製造業に

　使用する設備とする。

⑴ 既存の稼働設備に対して30％以上

　 の省CO２効果または年間５t以上の

　 CO２削減量のある設備

⑵ 既存の生産設備に対して30％以上

　 省CO２効果のある高効率生産設備

補助対象者

補助対象事業

補助対象経費

補助率

補助上限額

募集期限

募集件数

【通常枠】 【原油価格高騰枠】

設備の購入費のみ（設置工事費、撤去費、廃棄費、運搬費等は対象外）

補助対象経費の１／２以内

６００万円 １,０００万円

令和８年１１月３０日（月）まで　※予算がなくなり次第、受付を終了

１００件程度 ２０件程度

※本補助金の対象外となる社会福祉施設、医療機関等に関しては、「社会福祉施設および医療機関等における省エネ設備等導入
　支援補助金」を活用ください。
　申請方法や申請書類等、詳細については、福井県HP（https://www.pref.fukui.lg.jp/shigoto/industry/cat2705/index.html）にて
　ご確認ください。

１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は100人

賃金引き上げ率
企業規模

中小企業

大企業

３％以上４％未満 ４％以上５％未満 ５％以上６％未満 ６％以上

４万円

2.6万円

５万円

3.3万円

６.５万円

４.3万円

７万円

４.6万円


